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1．はじめに一ごみ大量化・多様化の社会構造
　周知のように，わが国は高度経済成長期に「経済大国化」の途を選択し，伝統的な社会経済
構造を切り捨て，「農村的生活様式」と決別している。その後，わが国の主要な社会史の局面を
形成する公害などの環境問題はこれを契機に全面化し，激化の一途をたどるが，ごみ問題も
「農村的生活様式」の崩壊や都会化・工業化を背景に表面化している。そのじつ「農村的生活
様式」など伝統的な社会構造は60年代の工業化や産業化，都市化のもとで急速に崩壊し，これ
に代わってごみ大量化・多様化の社会経済構造である「大量廃棄型社会」や「都市的生活様
式」「使い捨てライフスタイル」が確立・定着している。60年以降とくに70年以降のごみ激増は
伝統的な社会経済構造の崩壊と「大量：廃棄型社会」の確立，「農村的生活様式」の崩壊と「都市
的生活様式」「使い捨てライフスタイル」の確立・定着を基礎構造に醸成されてきた。
　ごみ問題が社会問題として表面化するのは70年代である。そのさきがけは71年の東京都（区
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部）の「ごみ非常事態」であり，それに続く「ごみ戦争」への突入である。大量かつ多様なご
み（一般廃棄物）を焼却施設や最終処分場で処理・処分しようとする「施設主義」のごみ処
理，いわゆる「施設処理」（注1）が閉塞化している状況を東京都（区部）や沼津市，町田市，広
島市などが「ごみ非常事態」として受けとめ，事態の打開に結びつけようとした措置である。
これを契機にわが国は「ごみ戦争」に突入している（「第1次ごみ戦争」）。さらに政令指定都市
や地方中核都市などでは，バブル経済を背景に激増の一途をたどった一般廃棄物や産業廃棄物
（以下，産廃）の域内での「施設処理」に原因して，80年代末から90年代早々に「ごみ非常事
態」を宣言・突入しており，これを契機に「ごみ戦争」に再突入している（「第2次ごみ戦
争」）。くわえて，80年代後半にはごみ「施設処理」や「越境搬送」に原因して紛争が表面化
し，そのいくつかは90年代に解決を持ち越している。その一方，90年代にはごみ処理や不法投
棄をめぐる新たな紛争が全国各地で多発するなど，「大量廃棄型社会」や「使い捨てライフスタ
イル」（以下，「大量廃棄型社会」）から供給される大量かつ多様な一般廃棄物や産廃の「施設処
理」や不法投棄にかかわって，ごみ問題は深刻化の一途をたどっている。
　こうした状況をごみ行政や環境行政を所管する厚生省や環境庁，現環境省はどのように認識
し，対応してきたのか。所管省庁の制度的・政策的な対応は高度経済成長期以降に想定される
ごみ大量化・多様化に対応すべく70年に制定した「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（以
下，「廃棄物処理法」）に端的に示されている。「廃棄物処理法」のごみやごみ問題に対する対応
は，以下の基本原則に集約されている。
　1つは，一般廃棄物について市町村，産廃について排出事業者が責任を持って適正に処理・
処分する責任原則（「責任処理原則」）であ・る。
　2つは，環境汚染や生態系破壊などの問題を引き起こすことなく，一般廃棄物や産廃を適正
に処理する責任原則（「適正処理原則」）である。
　3つは，一般廃棄物や産廃を発生した市町村内や一部事務組合構成団体内，都道府県内など
域内で処理・処分する「域内処理原則」，換言すれば，ごみを域外に搬送しない「越境搬送禁止
原則」である。
　市町村や一部事務組合（以下，市町村など）や排出事業者は制定以降，以上の3原則を必ず
しも遵守していない。このため，主にごみ処理に原因して，ごみ問題が表面化し，制定以来
「ごみ非常事態」をくり返し，「施設処理」や不法投棄をめぐって全国各地で多様な「ごみ紛
争」が勃発してきた。こうした問題状況を目前にして，厚生省は「廃棄物処理法」を部分的に
手直しすることで乗り切ろうとし，そのつど「廃棄物処理法」を一部改正してきた。80年代末
には千葉市のごみ「越境搬送」事件が青森県田子町で住民などの告発によって発覚し，新聞報
道を通じて全国に衝撃を与える一方，大都市圏が一般廃棄物や産廃を大都市近郊や地方・遠隔
地に「越境搬送」している実態を浮き彫りにした。政令指定都市や地方中核都市などではこの
事件以降，あるいは事件を契機に「ごみ非常事態」が表面化し，「ごみ戦争」に再突入してい
る。
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　そこで，本稿では「ごみ非常事態」や「ごみ戦争」の再発・再燃で始まり，「ごみ紛争」や
　「ダイオキシン問題」が全国化した90年代のごみ問題状況に対して，わが国がどのような制度
的な措置や政策を講じ，解決に当たってきたか，その結果，ごみ問題が解決の兆しを見せるに
いたったのか，検討・検証する。90年代のごみ行政は，省庁が90年に提出した答申等をもって
』スタートを切るが，答申等を受けて，わが国は90年代に，91年目「再生資源の利用の促進に関
する法律」の制定，「廃棄物処理法」の大幅改正，95年の「容器包装に係る分別収集及び再商品
化の促進等に関する法律」（以下，「容器包装リサイクル法」），98年の「特定家庭用機器再商品
化法」（以下，「家電リサイクル法」）の制定を経て，世紀末の2000年には「建設工事に係る資材
の再資源化に関する法律」（以下，「建設リサイクル法」）や「循環型社会形成推進基本法」など
関連法を集中的に制定している。なぜ，世紀末に「循環型社会形成推進基本法」や個別「リサ
イクル法」を相次ぎ制定する必要があったのか，制定を促した世紀末のごみ問題状況について
検討する。
2．90年答申から「循環型社会形成推進基本法」へ
　厚生省や環境庁や通商産業省，経済同友会など経済界や東京都などは80年代末のごみ問題深
刻化に対処すべく省内や団体内にごみ問題や環境問題の専門家を集めた研究会などを設置し，
ごみ問題の現状分析や政策処方箋の検討に着手している。90年末には検討結果を答申や報告書
（以下，答申等）として発表している。厚生省は答申を踏まえ，環境庁など関係省庁と調整の
うえで，「廃棄物処理法」を改正する作業に着手し，91年には大幅改正にこぎ着けている。通産
省は経済界に配慮し，厚生省と環境庁の主導で進む「廃棄物処理法」改正の作業を牽制する一
方，改正に伴う経済界の影響を軽微にする対抗策として，新たに「再生資源の利用の促進に関
する法律」（以下，「リサイクル法」）を制定している（注2）。
　「廃棄物処理法」の大幅改正には当初から大きな期待が寄せられていた。厚生省生活環境審
議会が改正を想定して提出した答申（「今後の廃棄物対策のあり方」，90年12月），環境庁が同じ
く改正内容に影響を及ぼすべく発表した報告書（「環境保全のための循環型社会システム検討
会報告書」，90年11月）はいずれも内容的に多岐にわたっており，かつ根源的な内容を含んでい
る。通産省は「廃棄物処理法」改正前に慌ただしく「リサイクル法」を制定するなど，先制攻
撃に打って出ているが，これも，環境庁答申等の内容に危機感をいだき，厚生省・環境庁主導
の「廃棄物処理法」改正作業を牽制するねらいがあった。90年答申等については，後で詳しく
検討するが，いずれにしても答申等を受けて，91年には「廃棄物処理法」を大幅に改正してい
る。改正項目は多岐にわたっている。その意味でも大幅改正に当たるが，問題は，改正が答申
等が示唆した「リサイクル社会」形成の視点で行われているかである。市町村や環境重視派住
民などが改正に際して期待かつ要請してきた，ごみ問題の解決には「大量：廃棄型社会」の転換
が避けられない，このためには「リサイクル社会」形成（注3）をベースに改正すべきである，と
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する視点に沿って行われたかどうかである。
　そして実際，改正された「廃棄物処理法」は市町村ごみ行政担当者や環境重視派住民などが
期待・要請した「大量廃棄型社会」の転換，や「リサイクル社会」形成の視点・問題意識からほ
ど遠いものであり，改正「廃棄物処理法」は期待を大いに裏切るものであった。政策として
「大量廃棄型社会」の転換を選択せず，「リサイクル社会」形成（いわんや「循環型社会」形
成）にも踏み込まず，「第1次ごみ戦争」後，市町村などが排出・収集段階での減量化を期待し
て着手し，減量化実績に結びつけてきた分別収集などの対症療法的な諸施策を追認しているに
すぎない。くわえて同年には，通産省など経済官庁が改正「廃棄物処理法」対策として「リサ
イクル法」を制定している。「リサイクル法」の制定によって，わが国の廃棄物法制度はそれ以
前の「廃棄物処理法」を基本法とするシンプルな法制度から，ごみ処理対応の「廃棄物処理
法」と有価物対応の「リサイクル法」の二元的な法制度に大きく変質・変容する（図1を参照
されたい）。
　問題は改正「廃棄物処理法」と「リサイクル法」の制定によって，ごみ問題が解決に向かっ
たか，解決に向かわずとも問題緩和の方向に展開したかどうかである。ごみ減量に関していえ
ば，分別収集や有価物の再生資源化などリサイクルの促進によって，期待された減量化効果に
結びついたかどうかである。改正「廃棄物処理法」や「リサイクル法」の制定にもかかわら
ず，ごみ減量が期待通りの実績を残さなかったことは，90年代前半に減量化効果をあげるた
め，関係官庁が検討会などを設置し，以下に代表される答申等をくり返し提出し，市町村など
に減量化策の導入を示竣・誘導してきた事実にあらわれている。90年代前半に厚生省は「経済
的手法の活用による廃棄物減量化研究会」報告書（93年）を発表し，環境庁は「リサイクルの
ための経済的手法について」報告書（93年）を発表している。あるいは東京都は清掃審議会答
申（94年），全国市長会は「廃棄物問題を中心とした都市の環境問題に対する提言」（93年），経
団連は環境安全委員会廃棄物部会「一般廃棄物の減量化・リサイクル化の推進に関する検討結
果」（94年）などを発表している。そこでは主としてごみ減量のための施策や手法について検討
し，ごみ収集時に処理手数料等を徴収する「有料化」策など減量化の「経済的手法」について
提案し，市町村などにごみ「有料化」の導入を強力に示唆・誘導している。
　とくにごみ「有料化」については省庁，経済界，都道府県，全国市長会，学会（「廃棄物学
会」）などが，減量化効果が大いに期待できるとして市町村に検討さらに導入を示唆・誘導し，
導入を拒否しにくい世論や状況，あるいは異常ともいえる雰囲気を醸し出してきた。改正「廃
棄物処理法」や「リサイクル法」が十分機能せず，成果をあげなかったことは，リサイクル減
量化を期待し，95年に「容器包装リサイクル法」，98年に「家電リサイクル法」を制定している
こと，さらにリサイクル減量化を拡大すべく，2000年に「建設工事に係る資材の再資源化に関
する法律」（以下，「建設リサイクル法」）や「食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律」
（以下，「食品リサイクル法」）などを制定し，2002年に「使用済自動車の再資源化に関する法
律」（以下，「自動車リサイクル法」）を制定するなど，個別「リサイクル法」を相次いで制定し
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ていることに端的にあらわれている。くわえて，2000年には91年に制定された「リサイクル
法」を大幅に改正し，新たに「資源の有効な利用の促進に関する法律」（以下，「資源有効利用
促進法」）を制定せざるを得なかった。そして前述のように，2000年には「循環型社会形成推進
基本法」を新たに制定している。「廃棄物処理法」と「リサイクル法」を基軸とする二元的な廃
棄物法制度は「資源有効利用促進法」の制定によって強化され，個別「リサイクル法」の相次
ぐ制定によって補完されるが，ごみ行政の実態は「施設処理」とリサイクル減量化につきてい
る。この間に「施設処理」や不法投棄に原因して多発する全国的な紛争に備える必要から，わ
が国はそのつど「廃棄物処理法」を部分的に改正し，「施設処理」と「ごみ紛争」に対応しよう
としてきた。
　ところで，筆者は80年以来，地域政策や環境政策の視点からごみ問題を中心に環境問題につ
いて調査・研究し，著書や論文などを発表してきた。80年代の早い時期にはrくらしと清掃一
野田市清掃白書』（編著，汐文社，1982年）やr地域づくりと清掃行政』（所沢市職員組合，
1986年）を発表している。90年代前半にはrごみ問題百科一現状と対策』（新日本出版社，
1992年），『ごみ問題最前線』（新日本出版社，1992年），r現代ごみ問題の都市比較』（新日本医
学出版社，1994年）などを発表している。90年以降はごみ行政の政策課題や環境先進国の政策
研究に着手し，成果の一部をrドイツに学ぶごみリサイクル』（共著，自治体研究社，1994年）
や『ごみ問題の政策争点一「リサイクル社会」論から「経済的手法」論へ』（自治体研究社，
1996年），rこれからのごみ行政一環境先進国への途』（ケイ・アイ・メディア社，1999年）など
を発表している。90年代後半にはごみ「施設処理」や不法投棄をめぐって全国各地で多発する
紛争について全国調査を実施し，研究の成果を『現代ごみ紛争一実態と対処』（新日本出版社，
2002年）や『「ごみ紛争」の展開と紛争の実態一実態調査と事例報告』（本の泉社，2003年）と
して出版している。筆者がなぜ「ごみ紛争」の調査・研究にこだわってきたかであるが，一言
でいえぼ，それは「廃棄物処理法」と「リサイクル法」を基軸にした90年以降のわが国の廃棄
物法制度やごみ行政の矛盾・閉塞化，現象形態としてのごみ問題の深刻化が，全国で多発する
「ごみ紛争」に凝縮されていると認識しているからである。
　もちろん，ごみ問題の深刻化や廃棄物法制度の矛盾，ごみ行政の閉塞化や破綻が「ごみ紛
争」の分析ですべて解明できるわけではない。ごみ問題深刻化の指標として，筆者が注目して
きた現象は，以下の3つである（注4）。
　1つは，ごみ処理や不法投棄にかかわって全国各地で多発し，終息の気配を見せない「ごみ
紛争」である。
　2つは，焼却施設や最終処分場などごみ処理施設を汚染源に発生し，深刻化した「ダイオキ
シン問題」である。全国各地の一般廃棄物や産廃の焼却施設や最終処分場から猛毒のダイオキ
シン類が高濃度に発生し浸出し，施設周辺住民や流域住民などの健康を侵害するなどの問題が
表面化し，住民を震憾させる，いわゆる「ダイオキシン問題」が全国を席巻したのは90年代後
半である。「ダイオキシン問題」の衝撃の大きさは，発覚直後に厚生省や環境庁が示した狼狽，
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全国調査に乗り出し，ダイオキシン類対策を慌ただしく公表した行政対応の迅速さにある意味
では示されている。
　3つは，「廃棄物処理法」と「リサイクル法」が示す「施設処理」とリサイクル減量化では
「大量廃棄型社会」から供給される多様かつ大量のごみ（の問題）に太刀打ちできないとし
て，省庁が世紀末の2000年に新たに「循環型社会形成推進基本法」を制定せざるを得なかった
ことである。「循環型社会形成推進基本法」制定の背景には「ごみ紛争」や「ダイオキシン問
題」の多発があるが，それにとどまらず，70年代以降の「廃棄物処理法」，90年代の改正「廃棄
物処理法」と「リサイクル法」を基軸にしたわが国の廃棄物法制度やごみ行政の矛盾・閉塞
化・破綻がある。
　ちなみに，筆勢は「ごみ紛争」についてはすでに『現代ごみ紛争一実態と対処』と『「ごみ紛
争」の展開と紛争の実態一実態調査と事例報告』で，「ダイオキシン問題」についてはrごみ問
題百科旺一争点と展望』（新日本出版社，98年）などで検討している。そこで，ここでは「循環
型社会形成推進基本法」が環境思想や環境政策として示した「循環型社会」形成について検討
する。検討課題としては「廃棄物処理法」と「リサイクル法」を基軸にした廃棄物法制度を継
承し，「施設処理」とリサイクル減量化の行政対応を基本的に変更することなく，なぜ「循環型
社会形成推進基本法」を新たに制定する必要があったのか。しかも，当初から，審議不十分な
まま制定を急ぐことに批判があがっていた。その意味では制定を急いだ裏事情の解明も重要で
あるが，「循環型社会形成推進基本法」と「循環型社会」に関していえぼ，以下の4点が重要で
ある。
　1つは，「循環型社会形成推進基本法」の制定によって，わが国は「循環型社会」形成の環境
思想や環境政策を選択したといわれるが，「循環型社会」形成の名によって何を提起している
のか。「循環型社会形成推進基本法」が「循環型社会」形成を選択することによって，ごみ問題
は解決の方向に確実に向かうのか，「ごみ紛争」や「ダイオキシン問題」は終息するのかであ
る。
　2つは，「循環型社会形成推進基本法」の制定以降，関係機関や研究者などによって「循環型
社会」の捉え方や社会形成の手順などをめぐって活発な議論が展開されてきたが，これまでの
議論を整理すると，「循環型社会」が示す社会像は多様であり，共通認識にはほど遠い（注5）。何
が「循環型社会」かは藪の中である。厚生省や環境庁などが90年答申等でごみ問題解決に不可
欠な政策処方箋として提出した「リサイクル社会」形成とどう整合するのか，依然不透明であ
る。「循環型社会」がめざす目標や到達点は，通産省（現経済産業省）が97年に環境庁（現環境
省）と連携し，来るべき「環境の世紀」の産業振興や地域振興のあり方として構想し展開して
いる「エコタウン事業」（注6）とどのように関係するのか。「エコタウン事業」がめざす「資源循
環型社会」を意味するのか。90年答申が政策課題として掲げた「リサイクル社会」や，「エコタ
ウン事業」がめざす「資源循環型社会」とも違う別の「循環型社会」か。「循環型社会」の捉え
方では「大量廃棄型社会」との関係が重要である。「循環型社会」を「大量廃棄型社会」との決
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別として捉えるのか，「大量廃棄型社会」と決別せず，そのうえで「循環型社会」を捉えるのか
の違いである。
3つは，環境先進国がごみ樋鰍の琳的面心や麟思想として提出し今日地球規
模の共有財産として評価を得ている「循環型社会」形成とどのような関係にあるのかである。
環境政策や環境思想として「循環型社会」が浮上してきたのは，周知のように，80年代後半で
ある。その背景にはドイツなどEU諸国におけるごみ「施設処理」の閉塞化や破綻，それに伴
うごみ問題の深刻化がある。ドイツではごみ問題の深刻化から抜け出すには「大量廃棄型社
会」の転換が避けられず，「循環型」社会システムへの切り替えが不可避であるとして，86年に
「廃棄物の発生回避及び適正処理に関する法律」（以下，「廃棄物回避・管理法」）を制定し，
94年にはこれを改定し，「環境経済の促進及び環境に調和する廃棄物の処理確保に関する法律」
　（以下，「循環経済・廃棄物法」，96年に施行）を制定するなど「大量廃棄型社会」を基本的に
転換し，「循環型社会」を構築する政策選択を決断している。91年の「廃棄物処理法」の大幅改
正や「リサイクル法」の制定，95年の「容器包装リサイクル法」制定以降の個別「リサイクル
法」制定の背景には，ドイツの86年の「廃棄物回避・管理法」，91年の「包装・容器破棄物の発
生回避に関する政令」（以下，「包装廃棄物回避政令」）の制定，デンマークの78年の「紙・飲料
物容器の再資源化・廃棄物減量化法」の制定（84年の改正によって「廃棄物の再資源化・減量
化法」），81年の「ビール・清涼飲料容器に関する省令」，87年の「出資二化可能な容器包装の表
示に関する省令」，89年の「ビール・清涼飲料容器規制法」や「廃油及び化学廃棄物処理法」，
フランスの92年の「包装廃棄物政令」，オランダの「廃電気・電子機器リサイクル政令」，EC
の85年の「液状の食料品容器に関する理事会指令」，91年の「廃棄物発生回避に関する政令」の
制定など，環境先進国やEC・EUの廃棄物法制度や政策の動向が影響しているといわれてい
る。2000年の「循環型社会形成推進基本法」制定の背景にも，ドイツの96年制定の「循環経
済・廃棄物法」や「危険物質に対する身体・環境の保護に関する法律」（以下，「化学物質法」）
などが大いに影響しているといわれる。環境先進国の影響を受けて制定された「循環型社会形
成推進基本法」が環境思想や政策処方箋として呈示した「循環型社会」形成は，環境先進国の
　「循環軸社会」形成と，理念や施策においてどのように整合し，どのように整合しないのかが
問題である。
　　4つは，「循環型社会形成推進基本法」があざす「循環型社会」と「大量廃棄型社会」との関
係についてである。「循環型社会」はごみ大量化・多様化の社会構造である「大量廃棄型社会」
　との決別を前提にしているのか，「大量廃棄型社会」と決別せずに実現できると考えているの
かである。「大量廃棄型社会」から供給される大量かつ多様なごみを再使用（Reuse）や再生利
用（Recycle）などを「循環資源」の循環的な利用の促進を通じて実現する，いわゆる「ゼロ・
　エミッション」（Zero　Emisson）の産業社会を実現する「リサイクル社会」あるいは「資源循環
型社会」を「循環型社会」としてイメージしているのかである。
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3．70年代と90年代のごみ行政一「ごみ紛争」との関連
　以下，「循環型社会」形成を中心に検討するが，その前に省庁が行政課題として「循環型社
会」形成を取り上げざるを得なかった90年代のごみ問題状況について素描する。
　「循環型社会形成推進基本法」制定前のわが国のごみ問題状況は，全国で多発する「ごみ紛
争」や「ダイオキシン問題」に集約されている。紛争の多くは焼却施設や最終処分場の建設・
使用と産廃不法投棄をめぐって表面化している。「ごみ紛争」や「ダイオキシン問題」が示す
90年代のごみ問題は，基本的には「大量廃棄型社会」や「使い捨てライフスタイル」から供給
される多様かつ大量のごみを市町村や排出事業者が施設で処理・処分しようとする「施設主
義」「施設処理」に原因している。「ごみ紛争」がごみ処理や不法投棄などに原因して多発して
いる事実については，厚生省も「産業廃棄物関係資料集」など行政資料で確認しているし，「廃
棄物処分場問題全国ネヅトワーク」など運動団体も厚生省以上の紛争件数を確認してい
る（注7）。筆者は90年代に解決を持ち越した「ごみ紛争」と90年代に新たに表面化した紛争件数
として1，200件以上を確認している。紛争の多くは産廃をめぐる紛争であるが，一般廃棄物を
めぐる紛争も決して少なくない。焼却施設や最終処分場などごみ処理施設の建設や使用をめぐ
る紛争が多いが，産廃では不法投棄をめぐる紛争も少なくない。一般廃棄物では焼却施設の建
設や使用をめぐる紛争が多い。一方，産廃紛争の多くは最：終処分場の建設や使用をめぐって勃
発している。紛争の多くは未解決で，係争中である。当事者間の交渉で解決する紛争は少な
い。紛争の一部は住民などによって公害等調整委員会（国）や公害審査会（地方）に持ち込ま
れ，一部は訴訟に発展しているが，地裁では解決も和解もできず，控訴審で争われている紛争
事例もある（注8）。
　もちろん，ごみ処理などに原因する紛争は90年以前から「ごみ非常事態」などとしてすでに
表面化しており，90年以降に唐突に表面化した特異かつ希有な社会現象ではない。それでも90
年代の「ごみ紛争」は，東京都の71年の「ごみ非常事態」を契機に突入した「第1次ごみ戦
争」とは明らかに異なっている。少なくとも単なる延長線上にないことは自明である。以下
は，90年代に全面化・全国化した「ごみ紛争」が70年代の「ごみ非常事態」と違う主な点であ
る（注9）。
　1つは，地域限定の紛争と紛争の全国化の違いである。70年代の紛争は東京都や町田市など
の「ごみ非常事態」を契機に突入した「第1次ごみ戦争」として知られている。したがって，
この時期の紛争は全国各地には拡大せず，大都市や地方中核都市の一部に局限されている。そ
の意味でも70年代の紛争は地域限定の紛争であった。これに対して，90年代の紛争は千葉市や
岡山市などが「ごみ非常事態」を宣言するなど再発「ごみ戦争」の様相を呈すなど70年代の紛
争と共通する面もあるが，以後の展開は70年代と明らかに異なり，紛争はごみ処理や不法投棄
をめぐって全国各地に拡大している。結果的に日本列島は「ごみ紛争」列島の様相を呈してい
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る。
　2つは，紛争の一過性と紛争の長期化の違いである。70年代の紛争は「ごみ非常事態」が示
すように一過的であり，おおむね短期間内に終息している。90年代の紛争の少なからずは，当
事者間の交渉では決着せず，公害等調整委員会や公害審査会に持ち込まれ，調停不調などの場
合，法廷に持ち込まれ，訴訟として長期化の一途をたどっている。
　3つは，紛争の争点や紛争形態の違いである。70年代の「ごみ非常事態」は，市町村などが
域内の一般廃棄物を処理・処分する焼却施設や最終回分場などの建設や使用に住民や環境団体
など（以下，住民など）が異議を申し立て，建設や使用が予定通りに進まず，このため，市町
村の施設処理能力が低下し，あるいは容量不足などにおちいっている，として行政当局が「施
設処理」に危機感を強め，「ごみ非常事態」を一方的に宣言し，危機感を煽り，「ごみ非常事
態」を世論操作などに巧みに利用することで「施設処理」の閉塞状況を打開しようとした。そ
の意味でも当局が発した「ごみ非常事態宣言」は政治的な意思表示であった。70年代の紛争は
当局の非常事態宣言に発端するように，一般廃棄物の「施設処理」に原因しており，産廃紛争
は例外的か希有であった（産業廃棄物をめぐる紛争としては香川県土庄町の「豊島問題」が代
表的である）。これに対して，90年代の紛争は一般廃棄物をめぐる紛争も決して少なくないが
（筆者の調査では全国で466件），紛争件数の圧倒的な多くは産廃の「施設処理」と不法投棄を
めぐる紛争である（筆者の調査では全国で723件）。
　4つは，紛争の主因が域内のごみか，域外から搬送されたごみかの違いである。70年代の紛
争は東京都区部や町田市などの域内で発生した一般廃棄物の処理・処分をめぐって表面化して
いる。90年代の紛争でも千葉市や川崎市，岡山市，名古屋市などの「ごみ非常事態」が示すよ
うに，域内で発生する一般廃棄物の処理・処分をめぐる紛争が少なくないが，紛争の圧倒的な
多くは，大都市圏などの域外の一般廃棄物や産廃が大都市近郊や地方・遠隔地に越境搬送さ
れ，その処理・処分や不法投棄をめぐって表面化し，深刻化・長期化している。
　要約すれぼ，70年代と90年代の紛争の違いは，1）地域限定の紛争と紛争の全国化の違い，
2）紛争の一過性と長期化の違い，3）一般廃棄物をめぐる紛争と紛争要因の多様性，紛争形
態の多様性の違い，4）域内のごみに原因する紛争と越境ごみに原因する紛争の違いに代表さ
れる。産廃紛争では不法投棄をめぐる件数も少なくないが（筆者の調査では160件），紛争の大
半はごみ処理施設の建設や使用をめぐる紛争である。一般廃棄物をめぐる紛争も多くは焼却施
設や最終処分場などの建設や使用をめぐって勃発している。いわゆる「施設処理」をめぐる紛
争である。とくに90年代の紛争は大都市圏などの市町村や事業者がごみ処理施設を域内に建
設・確保することが難しいなどとして「域内処理原則」を放棄し，一般廃棄物や産廃を大都市
郊外や地方・遠隔地に搬送してきた。紛争はこの越境ごみをめぐって多発している。その意味
でも90年代の「ごみ紛争」は「施設処理」と「越境搬送」を背景にしている。
　紛争の最大の要因は焼却処理や埋め立て処分である。もちろん，市町村などは「廃棄物処理
法」以前からごみを焼却し埋め立てていたが，大規模な焼却施設や最終処分場で処理・処分す
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る，いわゆる「施設処理」は「廃棄物処理法」以降に本格化している。大都市圏などで「越境
搬送」が日常化するのは80年代後半以降，とくに90年以降に全面化している。むろん「廃棄物
処理法」は市町村や排出事業者に一般廃棄物や産廃を施設で処理・処分する旨を定めているわ
けでも，課しているわけでもない。「越境搬送」については基本的に禁止している。「廃棄物処
理法」は「ごみ非常事態」や「ごみ紛争」を引き起こすことなく，ごみを処理・処分するため
の基本原則を定めているが，「域内処理原則」は基本原則の1つである。一般廃棄物について市
町村や一部事務組合，産廃について排出事業者や産廃業者が市町村内や一部事務組合構成団体
内や都道府県内で環境汚染などの問題を引き起こすことなく，適正に処理・処分する「域内処
理原則」である。
　ところが，大都市圏などの市町村や一部事務組合，排出事業者などは80年代後半以降とくに
90年以降，焼却施設や最終処分場を域内で建設・確保することが難しいなどとして「域内処理
原則」を遵守せず，一般廃棄物や産廃を大都市郊外や地方・遠隔地に大量かつ日常的に搬送し
てきた。これに対して，大都市近郊や地方などの住民や行政は大都市圏などのごみ搬送に拒否
反応を示し，「施設処理」を受け入れず，紛争に発展してきた。これこそが大都市近郊や地方・
遠隔地における「ごみ紛争」である。紛争の多くはごみ処理施設の建設や使用をめぐって表面
化しているが，その背景には環境汚染原因物質を含む多様かつ大量のごみを焼却施設や最終処
分場で処理・処分した場合，施設から発生・浸出する有害物質が施設周辺や流域の環境や生態
系を汚染・破壊し，住民の健康を侵害し，野生動物の生息環境を破壊，収奪する，とする危機
意識がある（「環境問題としてのごみ問題」）。現に90年代後半には焼却施設や最終処分場を汚
染源とする「ダイオキシン問題」が全国各地で表面化してきた。これも廃プラスチヅクなど汚
染物質を含む多様かつ大量のごみの「施設処理」に起因する環境問題である。
　それでは何が市町村などを「施設主義」や「施設処理」に掻き立ててきたのか。前述のよう
に，ごみ焼却や埋め立て処分は「廃棄物処理法」制定以前から普及しているが，大規模施設で
の「施設処理」が全国化するのは「廃棄物処理法」制定以降である。市町村などがごみ激増に
対する対抗策として減量化などを期待し，「焼却主義」を重視し，「焼却処理」偏重に傾斜するの
は80年代後半以降，とくに90年代以降である。その意味でも「施設処理」の偏重をわが国の伝
統的慣行であるとする説明は正しくない。それにそもそも「廃棄物処理法」は市町村や排出事
業者などに対して，一般廃棄物や産廃を施設で処理・処分する「施設処理」を課しているわけ
ではない。課しているのは一般廃棄物や産廃を環境汚染や生態系破壊など環境問題を引き起こ
すことなく処理・処分する，いわゆる「適正処理」である。製造事業者など事業者に対しては
製品や容器等として使用した後，一般廃棄物や産廃として発生する可能性が高い製品や容器等
を焼却施設や最終処分場で処理・処分する場合，あるいは使用後の製品や容器等を不法投棄し
た場合，環境汚染や生態系破壊などの問題を発生させないように，製品や容器等を開発・製造
・輸入・販売するなどの段階において「製品アセスメント」を適切に行うことで，環境汚染原
因物質などを含む「適正処理」困難なごみを発生させることがないよう適切な措置を講ずるよ
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う定めている。ごみ問題は製造事業者などが経済原則を優先し，環境原則を無視・軽視し，「製
品アセスメント」を適切に行わず，環境汚染原因物質を含む「適正処理」困難な製品や容器等
を生産・販売し続けてきた事業活動・経済活動に起因している。くわえて，企業などの形式的
で杜撰な「製品アセスメント」を容認するなど，使用後などに「適正処理」困難なごみになる可
能性の高い製品等の大量生産・大量販売などを見逃してきた省庁などの対応にも問題がある。
　周知のように，「廃棄物処理法」は70年に制定して以来すでに30年経過している。この間に
「廃棄物処理法」は何度も改正されたが，そのつど「処理責任原則」や「適正処理原則」や
「域内処理原則」を堅持している。r適正処理」に不可欠であるとして製造事業老などに課して
きた「製品アセスメント」に関する条文も堅持している。にもかかわらず，前述のように，環
境汚染原因物質を含む「適正処理」困難なごみを含む大量かつ多様なごみは引き続き生産・流
通・廃棄され，環境問題も深刻化の一途をたどってきた。結果的にごみ問題は解決の方向に向
かわず，緩和の兆しも見せていない。「ごみ非常事態」や「ごみ戦争」をくり返し，90年代には
多様な要因による「ごみ紛争」が全国各地で多発している。市町村や排出事業者や製造事業者
などが「処理責任原則」や「適正処理原則」，「域内処理原則」を遵守せず，環境汚染原因物質
を含む多様かつ大量のごみを生産・販売・廃棄し，域外に日常的に搬送し，施設で処理・処分
し，不法投棄を続けてきた，その結果が全国各地での「ごみ紛争」の多発である。問題はこう
した事態に対して，省庁や経済界，市町村や事業者などがどう向き合い，どのような制度的・
政策的な措置を講じてきたか，成果をあげてきたかである。
　一般廃棄物に関していえぼ，市町村や一部事務組合がごみやごみ問題にどう向き合ってきた
か，どのような処方箋を選択し，講じてきたかである。70年代の「ごみ非常事態」と引き続く
「ごみ戦争」を経て市町村や一部事務組合が選択し，講じてきた措置や対応は，一言でいえ
ぽ，排出・収集段階以降におけるごみ減量化の措置と「施設処理」に集約される。減量化策と
して市町村などが選択し，講じてきた措置は，1）排出・収集段階での資源ごみ分別収集や民
間主導の集団回収による資源回収，2）破砕施設や有価物選別施設など中間処理施設での資源
回収である。このほか，市町村などは減量化策として，とくに埋め立てごみ量の減量化に効果
があるとしてもっとも重視してきたのが，3）ごみ焼却，いわゆる焼却減量化である。1）と
2）の減量化，とくに1）の資源ごみ分別収集や集団回収には焼却など中間処理や最終処分の
事業規模の縮減に結びつくなど直接的効果が期待でき，さらに事業規模の縮減に伴って環境負
荷の軽減や行財政の軽減に結びつくとして，全国の市町村は競って導入・支援してきた。ごみ
減量に結びつく点では，2）の中間処理施設での資源回収も同様であるが，減量化効果の中身
は明らかに違う。排出・収集段階でごみを減量した場合は，中間処理段階以降のごみ処理事業
量の軽減に直接結びつくが，粗大ごみ破砕施設や資源選別施設など中間処理段階で資源回収し
た場合，効果は埋め立てごみの減量化に限定される。つまり，最終処分段階での事業の縮減に
限定される。したがって，効果は限定的である。効果が限定的である点では，3）の焼却減量
化と同じである。
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　70年代の「ごみ非常事態」は大都市圏の市町村の，「施設処理」に内在する矛盾や苦悩をあら
わしている。このため，東京都などが「ごみ非常事態」におちいって以来，焼却施設や最終処
分場の建設や使用に苦悩する大都市圏の市町村を中心に全国の多くの市町村は「施設処理」が
必要なごみ量を減らす課題に挑戦せざるを得ず，減量化効果を期待し，着手・支援したのが，
資源ごみ分別収集であり，民間の集団回収に対する支援である。大都市圏などでは最終処分場
の延命化を図る必要にも迫られていた。このため，埋め立てごみ量を減らす必要があった。埋
め立てごみ量を安定的に減らすため，減量化が期待できるごみ焼却を重視・偏重せざるを得な
かった。さらに市町村にはもう1つの苦悩があった。ごみ激増を放置し，激増の一途をたどる
ごみを機械的に収集し，施設で処理・処分してきた帰結として，市町村の多くはごみ処理事業
費の膨張に苦悩せざるを得なかったし（「財政問題としてのごみ問題」），「施設処理」偏重の帰
結としてごみ処理施設の建設や使用をめぐる問題（「施設問題としてのごみ問題」）や施設建設
などにかかわって住民等の異議申し立て，いわゆる「ごみ紛争」に遭遇せざるを得なかった。
財政問題や施設問題などをかかえる市町村もまた，減量化課題を重視せざるを得ず，かつチャ
レンジせざるを得ず，減量化効果を期待し，分別収集や集団回収に着手し支援する一方，ごみ
焼却を重視してきた。排出・収集段階以降における減量化は，90年以降さらに加速するが，そ
の背景には省庁や経済界や全国市長会などがごみ減量を重視し，導入を示唆・誘導する答申等
の影響がある。
　厚生省や環境庁，通産省などは90年代の早い時点での「ごみ非常事態」や「ごみ戦争」の再
燃・再発を背景に，省庁内や団体内に研究者を招集し，審議会や研究会・検討会を立ち上げ，
検討結果を答申や報告書にまとめ，排出・収集段階や中間処理段階での減量化を重視し，減量
化効果が期待できるなどとして，市町村などに資源ごみ分別収集や集団回収，中間処理施設で
の資源回収の導入や支援などを示唆し誘導している。排出・収集段階での減量化策としては欧
米の研究成果などを紹介しつつ，減量化効果が期待できる多様な「経済的手法」を紹介し，中
間処理段階の減量化策としてはとくにごみ焼却を誘導している。答申等の後押しを受けて市町
村などが検討を開始し，導入に向けて動き出した代表的な「経済的手法」がごみ「有料化」で
ある。ごみ収集時に住民から収集・処理手数料の一部を指定袋料金などに上乗せして徴収する
ごみ「有料化」である。市町村が排出・収集段階以降のごみ減量を重視し，取り組んできたこ
とは，排出・収集段階での資源ごみ分別収集の実績，民間主導の集団回収への支援の実績，中
間処理施設での資源回収の実績，ごみ焼却に伴う埋め立てごみ量の減量化実績やごみ焼却率な
どに端的に示されている。
4．90年代のごみ処理事業の実態一「リサイクル減量化」と「施設処理」
　省庁などの示唆や誘導があり，市町村は発生・排出後の対応として減量化や「施設処理」に
終始してきた．厚生省資料が示す搬麟物処理事業の実献あらわれている（注10）．全国の市
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町村などが分別収集した資源ごみ（一般廃棄物量）は82年が27．4万トン，85年カミ40．3万トン，
88年が50．6万トン，90年には62．7万トンに急増している。91年にはさらに74．5万トン，93年に
は！19．4万トン，97年には238．4万トンに激増している。粗大ごみ破砕施設など中間処理施設で
資源回収した量も91年の168．8万トンから93年には219．6万トン，97年には334．5万トンに同じ
く急増している。民間団体が集団回収事業などで収集した資源ごみ（資源や有価物）は90年が
98．6万トン，91年が141．2万トン，92年が179．6万トン，93年が192．0万トン，94年が213．5万ト
ン，95年が240．3万トン，96年が247．0万トン，97年が251．5万トン，99年が260，0万トン，同じ
く増加の一途をたどっている。集団回収の伸び率は資源ごみ分別収集の伸びには及ばず，民間
の集団回収事業が行政主導の資源ごみ分別収集によって圧迫されてきたことを示している。い
ずれにしても資源化に努めた結果，資源回収の数量（減量化量）は91年の384．5万トンから93年
には531．0万トン，97年には824．4万トンに伸びている。減量化量は91年～97年に2．14倍に伸び
ている。減量化率も91年の7．3％から97年には15．3％に上昇している。伸びの大きさでは資源
ごみ分別収集が3．2倍増で最大，以下，中間処理段階での資源回収が1．98倍増，民間主導の集団
回収は1．78倍増にとどまっている。
　資源ごみ分別収集と，集団回収や中間処理施設での資源回収などの減量化効果であるが，上
掲の数値が示すように，これまでの全国平均の年間減量化率は，最大値が15％にすぎない。r大
量廃棄型社会」から供給される多様かつ大量のごみの「施設処理」や不法投棄に原因する環境
問題や財政問題などの解決の多くをこの程度の減量化率に期待することは非現実的である。減
量化率30％以上の実績を残す市町村もないではないが，その数は少数で，希有である。減量化
率20％以上の実績を安定的に残す団体も少ない。大半の市町村は減量化率10％台である。減量
化率が15％に上昇しても，この数字をさらに伸ばすことは容易ではない。収集や回収された資
源や有価物が容器包装や再生資源として再生業老や製造事業者などに引き取られ，流通・販売
市場に引き取られ，再使用（Reuse）や再生利用（Recycle）に回る必要があるが，　Reuseや
Recycleされるには，再生業者や製造事業者など産業界や個別企業が環境原則を重視あるいは
優先する経営方針に切り替えることが不可欠である。個々の企業や事業老が方針転換できるか
どうかが問題であるが，「大量廃棄型社会」と決別できず，転換を潔しとせず，「環境の世紀」
に突入した現在も「大量廃棄型社会」に拘泥し続けるわが国の経済界・産業界や個別企業など
にそれを期待することは現実的ではない。このため，収集や回収された資源や有価物が製造事
業者などに引き取られず，ReuseやRecycleは思いの外進まず，実績を残していない。このた
め，市町村や民間団体などが収集・回収した資源や有価物の少なからずが現在，事業系一般廃
棄物などとして保管施設に搬送され，野積みされてきた。その一部は最後まで引き取られず，
焼却施設や破砕施設や最終処分場に搬送され，ごみとして処理・処分されてきた。Reuseや
Recycleをめぐるこうした状況が改善・転換されない限り，全国の資源化率を大幅に押し上げ
ることは難iしい。
　一般廃棄物の全国平均の減量化率は約15％である。この数値をどう評価するかであるが，
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はっきりしているのはこの程度の減量化効果では「大量廃棄型社会」や「使い捨てライフスタ
イル」が供給する大量かつ多様な一般廃棄物に起因する多様な問題に太刀打ちすることは到底
できない。現に90年以降の長期の景気低迷や可処分所得の伸び悩みなど，経済指標が軒並み落
ち込む傾向がある。本来なら，一般廃棄物などが減少に転じて少しも不思議でないはずである
にもかかわらず，ごみ量は必ずしも減少していないし，減少の気配も見せていない。バブル崩
壊以前のようなごみ激増は，たしかに陰を潜めているが，微増とはいえ，一般廃棄物や産廃は
依然増加している。一般廃棄物についていえば，1975年目4，205万トンが85年には4，345万ト
ン，90年には5，044万トンに急増し，95年目は5，115万トソ，2000年には5，236万トンに増加して
いる。収集量と直接搬入ごみ量は85年の4，153万トン，90年目4，927万トン，93年の4，934万ト
ン，95年の4，990万トンを経て，97年には5，058万トンに増加している。微増ではあるが，増加
していることに変わりはない。一方，産廃も75年の29，231万トンから85年には31，227万トン，
90年には39，473万トンと激増し，95年には39，381万トンと微減したが，2000年には40，603万ト
ンに微増している。このことは使用後や便益後などにごみ化する可能性が高い製品などの生産
や販売を規制せず，野放しにしたうえで，発生した多様かつ大量のごみを市町村などが排出・
収集段階や中間処理段階でどれほどごみ減量化措置を講じ，減量化に努め，成果をあげても，
激増の一途をたどるごみの処理やごみ問題に太刀打ちできないことを示している。
　ごみ減量化の課題は産廃の場合も重要である。使用可能な産廃処分場は残余年数3年余，一
般廃棄物最終処分場以上に緊迫している。このため，排出事業者などは埋め立てごみ量を減ら
す必要に迫られている。そこで事業者は産廃の一部を再生資源として利用することで施設処理
とくに埋め立てごみ量を減らそうとする。実際，産廃の再生利用率は一般廃棄物の資源化率を
大きく上回っている。中間処理を経ずに再生資源される産廃，いわゆる直接再生利用率と中間
処理後に再生資源される犀廃の再生利用率を合わせた再生利用率の合計は40％を上回ってい
る。一般廃棄物の資源化率（減量化率）の約3倍の高さである。数値は高いが，問題は再生利
用の中身である。環境への負荷を軽くすることを考えれば，優先されるべき再生利用は中間処
理などを経ずに再生資源などとして利用する直接再生利用のはずであるが，残念ながら直接再
生利用は数量，利用率ともに減る傾向や低下する傾向にある。80年目産廃の排出量は29，200万
トン，うち直接再生利用量は8，80G万トン，再生利用率は30％である。85年の直接再生利用量は
31，200万トン中の10，400万トン，33％，91年のそれは39，800万トン中の9，300万トソ，23％，
93年には39，700万トン中の8，900万トン，22％，97年目は41，500万トン中の8，000万トン，19％，
直接再生利用量と率は確実に減り，かつ低下し，2000年の直接再生利用は40，600万トン中の
8，000万トン，20％，明らかに伸び悩んでいる。激増の一途をたどる産廃と対照的に直接再生利
用は伸びず，減少と低下の傾向をたどっている。対照的に大幅に伸びているのが中間処理後の
産廃の減量化である。中間処理後の減量化量と減量化率（再生利用も含む）は，75年の7，800万
トンと34％から80年目10，000万トンと34％，85年の9，200万トンと29％を経て，90年には
15，500万トンと39％，91年には14，900万トンと38％，93年にをま15，700万トンと40％，96年には
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18，500万トソと43％，97年には17，900万トンと43％，99年には17，900万トンと45％，2000年に
は17，700万トンと44％に数量と減量化率が大幅に伸びている。このため，最終的に再生資源な
どに回る・利用される産廃の総量と再生利用率の合計は80年の12，400万トン，43％，85年の
12，900万トン，41％から，91年には15，800万トン，39％，93年には15，600万トン，39％，97年
には16，900万トン，41％，2000年には18，400万トン，45％に急増かつ上昇している。
　以上がごみ激増を突きつけられ，施設の確保がままならず，「施設処理」が閉塞化する中で，
市町村や事業老が重視し着手してきた発生後・排出後対応としての減量：化の実績・効果であ
る。その一方，あるいはそれゆえに，市町村や事業者は「施設処理」を重視・偏重してきた。
激増の一途をたどる多様な一般廃棄物や産廃を焼却施設や破砕施設など各種の中間処理施設に
搬送し，中間的処理を経て最終処分場で埋め立て処分を行う，いわゆる「施設処理」である。
一般廃棄物処理に関していえぽ，市町村や一部事務組合は建設や確保が困難で，残余容量も急
速に少なくなってきている最終処分場の延命を優先すべく埋め立てごみ量を減らす効果を期待
し，ごみ焼却を重視し偏重してきた。このため，市町村などは収集ごみや直接搬入ごみをでき
るだけ多く焼却する方針を立て，実施している。市町村などの多くは分別収集を前提に可燃ご
みを全量焼却する方針を選択してきたが，政令指定都市など大都市では全般的に分別収集には
消極的で，一部では未だ分別収集の導入を躊躇している。可燃ごみと不燃ごみを分別せず，混
合収集に執着し，混合ごみを依然全量焼却している。厚生省の資料では，一般廃棄物の場合，
多くの市町村は分別収集を実施している。にもかかわらず，焼却施設に収集ごみなどを搬送す
る量（直接焼却）は80年の2，509万トンから85年には2，933万トン，90年には3，667万トン，93年
には3，664万トン，95年には3，805万トン，97年には3，949万トソと確実に増加している。直接焼
却率も，したがって，80年の60．4％から85年には70．6％，90年には74．4％，93年には74．3％，
95年には76．2％，97年目は78．1％に上昇している。焼却施設には分別収集された可燃ごみのほ
か，粗大ごみ破砕施設など中間処理施設で発生する可燃ごみも持ち込まれる。中間処理施設で
発生する可燃ごみの焼却率の95年の5，5％や97年の5．9％をくわえると，一般廃棄物の焼却率は
処理量全体の8割以上を占める。
　もちろん，ごみ処理は焼却処理で完結するわけではない。焼却不可能なごみや焼却不適なご
みも少なくないからである。焼却処理後には焼却灰などいわゆる焼却残さが少なからず発生す
る。このため，市町村などは不燃ごみや焼却不適ごみや焼却残さを埋め立てる施設として，安
定型や管理型や遮断型の最終処分場を建設・確保し，環境汚染などの問題を引き起こさないよ
う適正に埋め立てる必要がある。実際，市町村などは不燃ごみや焼却灰などを最終処分場に埋
め立てているが，近年の埋め立てごみ量の激増に伴って最終処分場の残余容量は急減の一途を
たどっている。現在保有する処分場の残余容量も確実に減少しており，数ヶ月後や数年後には
底をつく状況にある。埋め立てを前提にする以上，市町村などは今後も最終処分場を建設・確
保し続ける必要がある。問題は都市化や地価の高騰，住民の環境意識の高揚や最終処分場を
　「迷惑施設」潤する住民感情などから，最終処分場の建設・確保や使用は年々困難化してきて
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いることにある。このため，市町村などは対抗措置として現有処分場の使用期間を延ばすた
め，延命化の措置を講じざるを得ない。具体的には処分場に搬送する埋め立てごみ量を減らす
措置や政策を優先せざるを得なかった。埋め立てごみ量を減らす効果的な方法・措置として浮
上し，導入してきたのが「焼却主義」であり「焼却処理」であった。
　そのじつ一般廃棄物の埋め立てごみ量（最終処分量）は変化してきている。最終処分場に搬
送される埋め立てごみのルート（直接搬送と中間処理施設経由）は明らかに変化している。84
年の埋め立てごみ量は1，619万トン，処理量の39．4％を占めている。内訳は不燃ごみが653万ト
ン，焼却残さが451万トン，直接搬入の不燃ごみが437万トン，粗大ごみが40万トン，粗大ごみ
処理施設経由のごみが20万トンである。88年の実績では1，689万トン，36．0％，内訳は不燃ごみ
が555万トン，焼却残さが553万トン，直接搬入の不燃ごみが447万トン，粗大ごみが53万トン，
粗大ごみ処理施設経由のごみが25万トンである。これが91年には1，637万トン，32．9％，内訳は
不燃ごみ（直接搬入を含む）が845万トン，焼却残さが605万トン，粗大ごみ処理施設などの処
理残さが186万トン，93年には1，459万トン，30．3％，内訳は不燃ごみ（直接搬入を含む）が
712万トン，焼却残さが601万トン，粗大ごみ処理施設などの処理残さが181万トン，97年の埋め
立て実績は1，200万トンに減り，処理量の23．7％に低下している。内訳は不燃ごみ（直接搬入を
含む）が433万トン，焼却残さが590万トン，粗大ごみ処理施設などの処理残さが！76万トン，焼
却灰など焼却残さの比率が上昇している。埋め立てごみ量は84年の1，619万トン，88年の1，689
万トン，91年の1，637万トン，93年の1，459万トン，97年の1，200万トソと減少し，同年の埋め立
て率も39．4％，36％，32．9％，30．3％，23．7％と急速に低下している。しかし，中身をみる
と，減少が目立つのは不燃ごみ（直接搬入ごみを含む）で，焼却後の残さは「焼却主義」を背
景に必ずしも減っておらず，相対的には増加している。不燃ごみ（直接搬入ごみを含む）の埋
め立てごみ量は84年の1，p90万トン，88年の1，002万トン，91年の845万トン，93年の712万ト
ン，97年の433万トンと急減しているが，焼却後の残さは84年の451万トン，88年の553万トンを
経て，91年には605万トン，93年には601万トン，97年には590万トン，依然として高い数値を維
持している。この背景には90年以降，市町村などが埋め立てごみ量を大幅に減らす必要に迫ら
れ，安定的な減量化効果が期待できるとして，ごみ焼却，「焼却処理」を選択してきた事情があ
る。
　埋め立てごみ量を減らさざるを得ない事情は，産廃について処理責任を課された排出事業者
の場合も同じで，有力な減量化策として排出事業者が選択したのは，中間処理施設での資源回
収・再生資源化である。前述のように，80年代に産廃の約3割を占めた直接再生利用は90年代
には2割近くに減り，中間処理段階での資源回収・再資源化に補完機能を期待せざるを得な
い。結果的に排出事業者などは中間処理段階での「施設処理」に傾斜している。産廃の中間処
理率は80年の53％，85年の44％を経て，91年には61％，93年には64％，97年には73％と上昇の
一途をたどり，200G年には75％に達している。産廃の4分の3は中間処理施設で処理している
勘定である。焼却施設や汚泥等の乾燥施設などで処理しているが，中間処理量の多さに比例し
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て中間処理後には大量の残さが発生する。このため，処理残さの埋め立て量は80年の1，800万
トンから85年には1，900万トン，91年には2，700万トン，93年には2，700万トン，97年には3，400
万トンに急増している。ところが，中間処理後の残さ量は世紀末には一転して減少し，99年に
は2，600万トン，2000年には2，200万トンに大幅に減少している。中間処理を経由せず，最終回
分場に直送する産廃は，80年が5，000万トン，処理量の17％，85年が7，200万トソ，23％と増加
傾向にあったが，90年以降は急減に転じ，91年には6，400万トン，16％，93年には5，700万ト
ン，14％，97年には3，400万トン，8％，2000年には2，300万トン，6％に減少かつ低下してい
る。そこで改めて，埋め立てごみ量全体をみると，90年以前は80年が6，800万トン，処理量の
23％，85年が9，100万トン，29％と増加傾向をたどっているが，90年以降は90年が8，900万ト
ン，23％，93年が8，400万トン，21％，97年が6，700万トン，16％，99年が5，000万トン，12％と
急減の一途をたどっている。2000年には4，500万トン，11％にまで減少かつ低下している。埋め
立て率は80年代後半の20％台後半から，90年代前半には20％台の前半，90年代後半には10％そ
こそこに激減かつ急低下した勘定である。一般廃棄物の場合と同じく，とくに90年代に何が産
廃の埋め立て量を大幅に減らす必要があったのか。何が埋め立てる産廃の減量化を迫ったの
か。産廃の場合も，背景には最終処分場の建設や使用に対する建設予定地や流域の住民などの
異議申し立てや抵抗がある。とくに大都市圏などから越境搬送される産廃の「施設処理」に対
して，大都市近郊や地方・遠隔地の住民や行政などが異議を申し立て，紛争に発展してきた事
情がある。そのじつ埋め立ての受け皿が期待される最：終処分場の建設・確保や使用が難しく
なってきていた。
5．90年代の廃棄物法制度とごみ行政の政策課題一「リサイクル行政」の展開
　高度経済成長期以降のごみ大量化・多様化に対して、わが国は「廃棄物処理法」を制定する
ことで対応しようとしてきた。「廃棄物処理法」の制定によって市町村などのごみとの向き合
い方やごみ処理の実態がどう変わったかであるが，制定以前の燃やして埋める「焼却処理」や
「埋め立て処分」は継承されており，対応は基本的には変化は見られない。焼却施設や最終処
分場などごみ処理施設が大規模化し，「施設処理」が加速し，全国化した点については，これを
事実として認めざるを得ない。
　ところが，東京都（区部）や沼津市などいくつかの都市では「廃棄物処理法」制定直後に
「施設処理」をめぐって「ごみ非常事態」に突入している。焼却施設や最終処分場などの建設
や使用に対して住民などが異議を申し立て，その結果，処理施設の建設や使用が滞る事態が発
生している。「施設処理」が閉塞化し，「施設処理」が成り立たないとして，行政当局が事態の
打開を期待し，打って出たのが「ごみ非常事態宣言」である。「ごみ非常事態」を受けて，「施
設処理」閉塞化の対抗措置として急浮上してきたのが，減量化課題であり減量化策である。住
民などの反対で焼却施設や最終処分場が建設できない。建設できた場合でも使用できないなど
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「施設処理」が滞る場合，ごみ処理量を減らす以外にない。行政課題として減量化課題が浮上
することになる。
　それではごみ処理量はどうずれば減るのか。減量化策として浮上し，脚光を浴びてきたのが
沼津市で浮上し，実施された資源ごみ分別収集による減量化策である。資源化が可能なごみを
それ以外のごみと分別して収集し，これをReuseやRecycleできれば，その分だけごみは減らせ
る。さらに民間団体などが実施している集団回収事業に対して助成金や奨励金を交付し，資源
回収を奨励し，資源や有価物の回収に成功すれば，回収量相当分のごみは減らせる。あるいは
粗大ごみ破砕施設や有価物選別施設などで資源回収した場合も，回収相当分のごみは減らせ
る。排出・収集段階や中間処理段階でごみを減らすことができた場合，焼却処理などの中間処
理事業や最終処分事業の規模を縮減する効果が期待できるし，これに伴ってごみ処理事業費の
膨張を食い止める効果も期待できる。ごみ処理施設の建設や使用に住民などが異議を申し立
て，「施設処理」が閉塞化し，深刻化している市町村では，「施設処理」に対する負担の軽減に
も結びつく。こうした効果が期待できるとして，70年代以降，多くの市町村は行政として減量
化課題を取り上げ，資源ごみ分別収集に着手し，集団回収事業を支援してきた。
　もちろん，全国の市町村が減量化課題を等しく重視し，資源ごみ分別収集を導入してきたわ
けではない。東京都（区部）は「ごみ非常事態」以降も資源ごみ分別収集を実施していない
し，横浜市や川崎市，名古屋市，京都市，大阪市なども90年以前において資源ごみ分別収集を
実施しておらず，排出・収集段階での減量化に総じて消極的であった。政令指定都市に名乗り
を上げた千葉市も同じく消極的であった。その証拠に千葉市はごみ減量にもっとも向かないダ
ストボックスに拘泥してきた。資源ごみ分別収集など減量化に乗り出し，ダストボックスの撤
去に応じるのは「ごみ非常事態」に突入して以降である（注ll）。
　資源ごみ分別収集や集団回収など排出・収集段階での減量化や中間処理施設での減量化に努
め，一定程度の減量化実績をあげてきたが，ごみ問題は解決していないし，緩和の兆しも見せ
ていない。解決や緩和どころか，大都市では「ごみ非常事態」や「ごみ戦争」が再発・再燃し
ている。市町村では一般廃棄物や産廃の焼却施設や最終処分場の建設・使用をめぐって80年代
に表面化した紛争が，解決を90年代に持ち越した場合も少なくない。さらに90年以降，大都市
近郊や地方・遠隔地では一般廃棄物や産廃の「越境搬送」に原因する新たな紛争が多発してい
る。このことは排出・収集段階以降のごみ減量化や「施設処理」ではごみ問題は解決しないこ
と，事前の防止に結びつかないこと，換言すれば，発生後・排出後対応としての減量化や「施
設処理」の限界や閉塞化・破綻を示している。にもかかわらず，省庁は従来からの収集・排出
段階以降における減量化にくわえて，90年代には答申等を通じて減量化の「経済的手法」とし
て多様なメニューを提案・示唆してきた。そして市町村は排出・収集時に収集・処理手数料の
一部を指定面面などに付加して徴収する，ごみ「有料化」を減：量化効果策などとして導入して
いる。90年代のごみ「有料化」は北海道伊達市の88年の導入に発端するが，省庁などは伊達市
や高山市，出雲市などをごみ「有料化」の広告塔：に祭り上げ，押し立て，全国の市町村に「有
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料化」の導入を誘導している。ごみ処理事業費の膨張に苦悩する市町村や，資源ごみ分別収集
や集団回収の伸び悩みに直面する市町村などは，減量化効果が期待できるなどを口実に「有料
化」を検討し，導入してきている。
　ごみ「有料化」の減量化効果については詳論しないが，「有料化」を実施した市町村のごみ量
の推移が示すように，「有料化」は期待したような減量化実績を残していない。一般的には導入
を決定した直後，住民などは導入後の費用負担を嫌い，家庭内の不要物や潜在的不要物を慌た
だしく排出する行動に出る傾向がある。こうした駆け込み的な排出によって導入直前にはごみ
は急増している。家庭内の不要物が導入前に払底する関係で，「有料化」を導入した初年度のご
み量は大幅に減少する傾向がある。結果的に導入直前と導入直後のごみ量には極端なひらきが
みられる。したがって，ごみ量の数値だけをみると，「有料化」導入に伴う減量化効果が顕著で
あるかみえるが，その後のごみ量の推移が示すように，減量化効果は一過的で，「有料化」導入
前の数値に限りなく戻っている。「有料化」の減量化効果を評価するに当たって，評価基点を駆
け込み排出によって一過的にごみ量が確実に急増する導入前年に設定すること自体，そもそも
問題であった。それでも減量化効果が検証・確認できるのは，導入初年度のみである場合が大
半で，2年以上にわたって効果が確認できる場合は少ない。いわんや，3年目4年以上も効果
が確認できる事例は希有である。つまり，「有料化」の効果は一公的であった（注12）。
　ところで，省庁は答申等を通じてごみ減量化の「経済的手法」の1つとしてごみ「有料化」
を提案・示唆し，市町村などに速やかな導入を働きかける一方，91年には「リサイクル法」を
制定し，「リサイクル行政」を制度化している。95年には「容器包装リサイクル法」，98年には
「家電リサイクル法」を制定し，「リサイクル行政」を強化し推進している。再生資源などが可
能な資源や有価物を処理対象のごみと区別し，これを資源化（再商品化）することで，ごみ減
量に結びつけようとするリサイクル促進の行政である。これら法律がめざしているのは「大量
廃棄型社会」を据え置き，ごみの大量化や多様化を放置し，再商品化が可能な資源や有価物を
別途に収集し，リサイクル減量化に結びつけることにある。「大量廃棄型社会」やごみ大量化・
多様化の否定や転換を念頭においていない。その意味でもリサイクル関連法がめざしているの
は対症療法の減量化策である。91年の改正「廃棄物処理法」では市町村がすでに実施し，実績
を残している資源ごみ分別収集などの視点を第1条で追認し，「リサイクル法」では通産省な
ど経済官庁がごみ行政や環境行政に影響力を残す政治的意図を背景に，廃棄物法制度やごみ行
政・環境行政にごみ処理の視点ではなく，再生資源化・再商品化の視点，いわゆる「リサイク
ル行政」の視点を掲げて参入しようとした。
　ところが，90年忌の一般廃棄物の推移が示すように，「リサイクル法」の制定にもかかわら
ず，不況の長期化にもかかわらず，ごみ量は減っていない。「リサイクル法」が期待した再生資
源化・再商品化が期待したような減量化効果をあげてこなかったということである。このた
め，省庁は95年に「容器包装リサイクル法」，98年に「家電リサイクル法」を制定せざるを得な
かった。2000年5月にはさらに「建設リサイクル法」や「国等による環境物品等の調達の推進
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［環境基纏縫］黙行
環境基本計画
循環く騰一環
2001．1完全施行
…罧難蝉麟麟越（鱗鱒細球匹
○基本原則、○国、地方公共団体、事業者、
／磯然凝瀕鋒漕寮鱒購
循環型社会形成推進基本計画
　　国民の責務、○国の施策
国の他の計画の基本
（廃棄物の適整処理） （リサイクルの推遙〉
・廃i葉物処禦法1’2001．4　改正施行
①廃棄物の発生抑制
②廃棄物の適正処理（リサイクルを含む）
③廃棄物処理施設の設置規制
④廃棄物処理業者に対する規制
⑤廃棄物処理基準の設定　等
尊卑事麟組子難滋1 2001，4　全面改正施行
①再生資源のリサイクル
②リサイクル容易な構造・
　材質等の工夫
③分別回収のための表示
④副産物の有効利用の促進
）サイクル→
　（1R）
…駆〕
＿〔個別物品の特性に応じた規則〕一一一一一一一一一一一一「
1997．4
一部施行
2000．4
完全施行1
2001．4
完全施行、
2001．5
完全施行．
2002．5
完全施行
2003．1
一部施行1
〔騰！難〔繋欝〕〔搬1・関係業者が使用済自動車の引取、フロ
ン回収、解体、破砕
・製造業者等がエア
バッグ、シュレッ
ダーダストの再資
源化、フロンの破壊
　　（自動車）
2001．4完全施行
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図1　循環型社会の形成の推進のための施策体系
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等に関する法律」（「クリーン購入法」），同年6月には「食品リサイクル法」を制定せざるを得
ず，2002年7月には「自動車リサイクル法」を制定している。さらに2000年6月には90年代後
半以降相次いで制定した個別「リサイクル法」を受けて「リサイクル法」を全面的に改正し，
「新リサイクル法」というべき「資源有効利用促進法」を新たに制定している（図1）。
　問題は個別「リサイクル法」が期待された減量化実績を残し，ごみ問題の「量の要因」の解
消にどれだけ寄与したかである。2000年制定の「食品リサイクル法」などについては施行直後
でもあり，効果分析や検証は無理なので除き，ここでは環境省編r循環型社会白書』（平成15年
版）によって「容器包装リサイクル法」と「廃家電リサイクル法」の再資源化・再商品化の実
績について検討する。r循環型社会白書』は「容器包装リサイクル法の制定以前から分別収集が
行われていたガラスびん及び缶については，平成14年度の実施状況で見ると，8割から9割以
上の市町村において分別収集が行われています。なお，ペットボトルについては既に8割以上
の市町村が分別収集に取り組んでおり，平成13年には，その生産量に対し，初めてその回収率
が4割を超え」と記述し，成果が確実にあがっているとする認識を示している（注13）。だが，
個々の対象品目の分別収集計画量や分別収集実績量，さらに再商品化量を比較して再資源化・
再商品化の実績をみると，大量かつ多様なごみが醸成するごみ問題の「量の要因」を解消する
ほど減量化実績はあがっていない。
　表1には「容器包装リサイクル法」対象品目の実績を示している。施行初年度の97年度，99
年，最新の2001年の分別収集実績や再商品化量を比較すると，99年や2001年の数値はたしかに
伸びている。ペットボトルの場合，分別収集実績と再商品化量は97年が21，361トンと19，330ト
ン，99年が75，811トンと70，783トン，2001年が161，651トンと155，83アトンと急増している。無
色のガラスびんの場合は，97年が292，775トンと275，119トン，99年が326，110トンと307，237ト
ソ，2001年が355，15アトンと339，443トン，茶色のガラスびんの場合は，97年が243，916トンと
228，170トソ，99年が290，12アトンと272，559トン，2001年が311，993トン298，785トン，その他の
色のガラスびんの場合は，97年が107，533トンと95，190トン，99年が149，332トンと134，084ト
ン，2001年が162，481トンと152，965トン，アルミ缶の場合は，97年が112，52アトンと107，455ト
ン，99年が128，541トンと124，690トン，2001年が14L408トンと137，753トソ，紙パックの場合
は，97年が6，644トンと6，419トン，99年が9，574トンと9，416トン，2001年が13，136トンと
12，435トン，スチール缶の場合は，97年が464，662トンと443，506トン，99年が471，12アトンと
456，892トン，2001年が461，35アトンと450，229トン，スチール缶以外はいずれも確実に増加し
ている。2000年には新たに対象品目にプラスチック製容器包装，紙製容器包装，段ボールがく
わわり全面施行に移っている。そこで97年，2000年，2001年の3年度について対象品目全体の
実績をみると，97年の分別収集実績量は1，249，418トン，再商品化量は1，175，189トン，2000年
の分別収集実績量は2，103，213トン，再商品化量は1，994，612トン，2001年には分別収集実績量
が2，303，034トン，再商品化量は2，211，026トン，全体としても増加している。
　だが，問題がないわけではない。表1が示すように，1つは，計画収集量と収集実績の落差
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　　　表1　「容器包装リサイクル法」にもとつく分別収集・再商品化の実績
商　品　名 年度
分別収集
v画量
@（a）　t
分別収集実
ﾑ量
@（b）　t
再商品化量
@（c）　t
分別収集実
ﾑ率
ib／a）％
再商品化実
ﾑ率
ic／b）％
実施市町
ｺ割合
@　　％
無色のガラスび 1997406，133292，775275，119 72．1 93．9 49．5
99 542，451 326，110307，237 60．1 94．2 61．2
2001 483，879355，157339，443 73．4 95．6 83．9
茶色のガラスび 1997 299，536243，916228，！70 81．4 93．5 49．5
99 396，894290，127272，559 73．1 93．9 6L3
2001 388，351 311，993298，785 80．3 95．7 843
その他の色のガ
宴Xびん
1997 118，536 107，533 95，190 90．7 88．5 47．2
99 ！55，603 149，332 134，084 95．9 89．8 58．0
2001 189，620 162，481 152，965 85．7 94．1 83．4
紙製容器包装 2000 86，724 34，537 26，310 39．8 76．2 10．6
01 ！20，308 49，723 44，675 4L3 89．8 12．4
ペットボトル 1997 21，180 21，361 19，330 100．8 90．5 19．4
99 59，263 75，811 70，783 127．9 93．3 37．0
2001 172，605 161，651 155，837 93．6 96．4 80．3
プラスチック製
e器包装
2000 239，174100，810 77，568 42．1 76．9 27．3
01 389，272197，273180，306 50．7 91．3 34．5
スチール缶 1997 526，701 464，662443，506 88．2 95．4 74．1
99 636，099471，127456，892 74．1 97．0 80．7
2001 598，648461，357450，229 77．！ 97．6 95．6
アルミ缶 1997 148，885 1！2，527 107，455 75．6 95．5 74．3
99 187，025 128，541 124，690 68．7 97．0 8！．4
2001 181，111 141，408137，753 78．1 97．4 95．9
段ボール 2000 434，888380，290372，576 87．4 98．0 53．5
01 458，519448，855438，598 97．9 97．7 59．8
紙パック 1997 23，028 6，644 6，419 28．8 96．6 30．5
99 36，630 9，574 9，416 26．！ 98．3 36．2
2001 31，514 13，136 12，435 41．7 94．6 54．1
（注）環境省編『循環型社会白書』（平成15年版）をもとに筆者が作成した。
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の大きさである。各対象品目とも分別収集実績量は分別収集計画量を大幅に下回っており，再
商品化量は分別収集実績量をさらに下回っている。2001年についてみると，紙パックの分別収
集計画量（以下，計画量）は31，514トンであるが，分別収集実績量（実績量）は13，136トン，
計画量の41．7％，再商品化量は12，435トン，計画量の39．4％にすぎない。段ボールの計画量は
846，10アトン，これに対して実績量は371，624トン，計画量の76．4％，再商品化量は367，706ト
ン，計画量の75．6％，アルミ缶の計画量は！81，111トン，実績量は141，408トン，計画量の
78，0％，再商品化量は137，753トン，計画量の76．0％，スチール缶の計画量は598，648トン，実
績量は461，35アトン，計画法の77．0％，再商品化量は450，229トン，計画量の75．2％，無色のガ
ラスびんの計画量は483，879トン，実績量は355，15アトン，計画量の73．4％，再商品化量は
339，443トソ，計画量の70．1％，紙製容器包装の計画量は120，308トソ，実績量は49，723トン，
計画量の41．3％，再商品化量は44，675トソ，計画量の37．1％，そしてペットボトルは計画量が
172，605丁目，実績量が161，651トン，計画量の93．6％，再商品化量が155，83アトン，計画量の
90．2％である。分別収集の実績が計画量を大幅に下回っているだけではない。再商品化される
のは分別収集される対象量の一部にすぎない。このため，市町村などによって分別収集された
容器包装の一部は再商品化されず，改めて一般廃棄物として処理施設などに転送され，処理・
処分される。この間に市町村は容器包装を分別収集するための経費や運搬経費，引き取られる
までの保管経費を負担させられる。「容器包装リサイクル法」の矛盾は計画量と実績量の隔た
りや，実績量と再商品化量の隔たりに端的に示されている。具合が悪いことに矛盾の大半は分
別収集を担当させられる市町村に転嫁されている。それ以上に小型ペットボトルなどの生
産・流通・販売を自主的に規制していた企業などが「容器包装リサイクル法」の制定を理由
に，これをチャンスに自主規制を解除する動きを示すなど問題も目につく。そのじつ企業は容
器包装の引き取りや再商品化と引き替えにこれまでの自主規制を解除し，小型ペットボトルな
どの生産や販売に新たに乗り出しているし，ペットボトルの種類を増やすなど容器包装の生産
量や流通量を増大させている。
　たとえば，ペットボトルの場合，生産量は92年が115，991トン，93年が123，798トン，94年が
150，282トン，95年が142，110トンと比較的緩やかな増加で推移していたが，95年の「容器包装
リサイクル法」の制定を契機に激増に転じている。96年には172，902トン，97年には218，806ト
ン，98年には281，92アトン，99年には332，202トソ，2000年には361，944トン，2001年には
402，72アトンに激増している。増加率は92年～95年が1．22倍，95年～97年が1．54倍，97年～01年
が1．84倍，伸びは「容器包装リサイクル法」施行後に目立っている。ペットボトルについては
回収量も急増し，回収率も上昇している。92年の回収量の176トン（回収率0．2％）以降，93年
が528トン（0．4％），94年が1，366トン（0．9％），95年が2，594トン（1．8％），96年が5，594トン
　（2．9％），97年が21，361トン（9．8％），98年が47，620トン（16．9％），99年が75，811トン
　（22．8％），2000年が124，873トソ（34．5％）と急増・上昇し，2001年には回収量が161，651トン
に増加しており，回収率も生産量の40．1％に上昇している。しかしそれでも回収率は生産量の
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4割程度である。ペットボトルの生産量は回収量のはるか彼方にある。ここにも「容器包装リ
サイクル法」を隠れ蓑に再商品化を口実に企業がペットボトルなど容器包装の量産化に乗り出
そうとした意図があらわれている。企業Oしたたかさが伺える。一般廃棄物の容積の6割，重
量の4割を占める容器包装は現代の代表的なごみ・一般廃棄物であるが，仮に容器包装を「大
量廃棄型社会」を据え置き，再商品化を口実に分別収集し，rリサイクル減量化」を推進し，ご
み減量に総力を傾けても「大量廃棄型社会」が供給する大量かつ多様のごみが醸し出す多様な
問題には到底太刀打ちできない。「容器包装リサイクル法」施行後の容器包装の再商品化の実
績，それによる「リサイクル減量化」の実績がこのことを見事に示している。「容器包装リサイ
クル法」に内在する矛盾は，施行後間もない「家電リサイクル法」や「食品リサイクル法」な
ど世紀末に相次ぎ制定された個別「リサイクル法」のすべてに共通している。
　（本稿は平成14年度「立正大学石橋湛山記念基金」より研究助成を得て行われた研究成果の
一部である。）
（注）
1　筆者はごみを焼却施設や最終処分場などごみ処理施設で処理・処分するごみ処理の方法をごみ「施
　設処理」として捉えている。
2　経済官庁である通産省が影響力を行使し，大幅改正を予定していた「廃棄物処理法」にさきがけて
　　「リサイクル法」を制定した経緯や，「リサイクル法」制定の政治経済的な思惑などについては，拙著
　　rごみ問題の政策争点一「リサイクル社会」論から「経済的手法」論へ』（自治体研究社，1996年）を
　参照されたい。
3　市町村ごみ行政の担当者やごみ問題の深刻化に危機感を抱く住民や住民団体などの間では，80年代
　後半以降，ドイツなど環境先進国の環境政策や廃棄物法制度の動向に着目し，学習や研修を通じて，
　ごみ問題解決のためには「大量廃棄型社会」を転換し，社会システムを「循環型」に切り替えることが
　不可欠である，とする認識が急速に広がっていた。その意味でも住民等がこの段階において期待した
　のは，「循環型社会」形成を内実とする「リサイクル社会」形成であった。
4　こうした認識を筆者は千葉県自治体研究所『自治体学校資料集』に寄稿した拙稿などで示している。
　さらに拙稿「紛争事例」（寄本勝美ほか編『ごみの百科事典』第10章総論，丸善株式会社，2003年）で
　も同様の認識を示している。
5　「循環型社会形成推進基本法」の制定に前後して「循環型社会」についての検討が活発に行われてい
　る。「循環型社会」を標題に掲げた著書や講座の類も多数出版されているが，社会像についての共通認
　識にはほど遠い。環境経済学や環境政策学の現時点の到達点を示す岩波講座『環境経済学・政策学』
　全8巻（岩波書店，第7巻r循環型社会の制度と政策』，2003年），酒井伸一・森　千里・植田和弘・大
　塚　直著『循環型社会一科学と政策』（有斐閣，2000年），植田和弘・喜多川進監修『循環型社会ハンド
　ブックー日本の現状と課題』（有斐閣，2001年），山谷修作編著『循環型社会の公共政策』（中央経済
　社，2002年）などが代表的である。
6　「エコタウン事業」は通商産業省（現産業経済省）主導で構想され，実施されている事業である。
　2003年4月現在，北海道（2000年目，札幌市（1998年），青森県（2002年），秋田県（1999年），宮城県鶯
　沢町（1999年），千葉県（1999年），川崎市（1997年），長野県飯田市（1997年），富山市（2002年），岐
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阜県（1997年），兵庫県（2003年），広島県（2000年），山口県（2001年），香川県直島町（2002年），高
知市（2000年），北九州市（1997年），大牟田市（1998年），熊本県水俣市（2001年）が事：業承認を得て
　いるむ
7　「ネットワーク」の大橋光雄事務局長が機関誌や「世界」（岩波書店）に寄稿した論文で紛争件数を
　示している。
8　全国で多発する「ごみ紛争」については拙著r現代ごみ紛争一実態と対処』（新日本出版社，2002
年）および拙著『「ごみ紛争」の展開と紛争の実態一実態調査と事例報告』（本の泉社，2003年）で詳細
　に分析・検証している。
9　拙稿「紛争事例」（前掲書，丸善株式会社，2003年）でこうした認識を示している。
10　ここでは厚生省水道環境部環境整備課編r日本の廃棄物』（社団法人全国都市清掃会議）や環境省編
　『循環型社会白書』によって廃棄物処理の実態を垣間見る。なお，90年以前の数値の一部については厚
　生省監修r廃棄物処理事業実態調査統計資料（一般廃棄物）』（財団法人全国都市清掃会議）を使用して
　いるむ
11行政課題としての減量化や，資源ごみ分別収集などの実施状況については，拙著r現代ごみ問題の
　都市比較』（新日本医学出版社，1994年，その後，本の泉社で発行）。
12　ごみ「有料化」の減量化効果については，筆者が監修した『ごみ，ちょっとまって有料化』（新日本
　医学出版社，1994年，現在は本の泉社で発行）で伊達市，高山市などを中心に検証している。なお，最
　近，ごみ「有料化」推奨の視点で，ごみ「有料化」を導入した市町村について全国調査を実施し，効果
　分析をおこなった報告書が財団法人・東京市町村自治調査会から出版されている（r家庭ごみ有料化
　導入ガイド』日報出版，2002年）。
13環境省編『循環型社会白書』平成15年版（ぎょうせい），51頁。
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